
 

LGBTQ+に関する学内環境アンケート調査報告書（教職員対象） 

 

 「LGBTQ+に関する学内環境アンケート調査（教職員対象）」は、性的指向および性自認に関して、

APU の教職員および学生が、学内生活や支援体制、そして学内環境をどのように経験しているかを把握

することを目的として実施された。ここでいう「学内環境」とは、授業、AP ハウス、サークル・クラ

ブ活動などの課外活動、ならびに学生・教職員間の交流において、教職員および学生がどの程度安心感

や尊重、支援を感じられているかを含む、キャンパス全体の雰囲気を指す。 
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1．はじめに 

 多様な文化、アイデンティティ、価値観によって構成される国際社会において、人々の経験や背景に

違いが存在することは自然なことである。APU では、こうした多様性を、学びと共生を支える重要な

要素として捉えている。APU は、「自由・平和・ヒューマニティ」「国際相互理解」「アジア太平洋の未

来創造」という理念のもと、多様性を尊重し、より包摂的で平和な社会の実現に貢献できる「世界市

民」の育成を目指している。その実現のためには、すべての学生および教職員が、自分らしく安心して

学び、働き、生活できる学内環境を整備することが重要である。 

  

APU における LGBTQ+学生の権利保護に関する基本姿勢は、以下の「性の多様性に関する基本方

針」に示されている。 

性の多様性に関する基本方針 

「立命館アジア太平洋大学は、基本的人権の尊重という観点から、性の多様性を尊重します。いかなる

性的指向や性自認の学生も人権侵害を受けず、また、性的指向や性自認を理由に不利益な扱いをされる

ことも不快な思いや苦痛を受けることなく、本学において学修し、学生生活を送る環境を整えます。」 

 

2．調査および報告書の目的 

 本調査は、性的指向および性自認に関連して、教職員および学生が APU コミュニティをどのように

経験しているかを把握することを目的として実施された。 

また、本調査は、2015 年に実施された前回の学内環境調査から 10 年を経て実施されたものであり、多

様化が進む APU において、現在の学内環境の状況や、この 10 年間における LGBTQ+学生の経験の変

化を振り返る機会ともなっている。 

 

3．調査方法 

 2025 年度 APU 学内環境アンケート調査は、2025 年 6 月 20 日から 7 月 20 日までの約 1 か月間にわ

たり実施された。本調査は、学生代表者とスチューデント・オフィス LGBTQ+リエゾン担当者が共同

で作成し、2015 年に実施された「LGBT 学生に関するアンケート調査」の構成および設問内容を参考

にすることで、両調査の比較が可能となるよう設計された。 

 調査は Microsoft Forms を用いたオンライン形式で実施し、回答者は匿名で、日本語または英語のい

ずれかを選択して回答できる形式とした。また、学生向け調査と教職員向け調査をそれぞれ別に作成し

た。調査は、Campus Terminal での告知、学内施設や教室への QR コード付きポスター掲示、ならびに

APU 公式 Instagram での投稿を通じて周知した。 

 

3.1 回答数 

 全体で 322 件（学生 241 件・教職員 81 件）の回答が寄せられた。 

【教職員調査】 



 
・英語回答：36 件 

・日本語回答：45 件 

 合計：81 件 

【学生調査】(詳細は学生対象アンケート結果を参照) 

・英語回答：121 件 

・日本語回答：120 件 

 合計：241 件 

 

3.2 倫理的配慮および匿名性 

 本調査では、氏名、学生番号・教職員番号、連絡先等の個人を特定できる情報は収集していない。回

答は任意であり、国籍についても回答必須項目とはしなかった。 

 

4．回答者属性 

 本調査では、教職員を対象として計 81 件の回答が寄せられた。回答内容を分析するにあたり、国

籍、LGBTQ+当事者性、性自認、性的指向に関する属性情報を収集した。 

 

4.1 国籍 

 回答者は多様な国籍的背景を有していた。最も多かったのは日本国籍（41 名）であり、そのほか、ア

メリカ国籍（10 名）、イギリス国籍（4 名）、カナダ国籍（2 名）などが続いた。その他にも、さまざま

な国・地域出身の教職員から回答が寄せられた。なお、21 名の回答者は国籍を「回答しない」を選択し

た。 

 

4.2 LGBTQ+当事者性 

 回答者のうち、18 名（22%）が「LGBTQ+コミュニティの当事者である」と回答した。一方、59 名

（73%）が「当事者ではない」と回答し、4 名（5%）が「問い直している／不確か」と回答した。 
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 これにより、本調査では、LGBTQ+当事者である教職員の実体験と、非当事者を含むより広い視点の

双方を踏まえて、学内環境に対する認識を把握することが可能となった。 

 

 

4.3 性自認 

 回答者の多くは、女性（39 名）または男性（34 名）と回答した。 

 そのほか、1 名がノンバイナリー、1 名が「問い直している／不確か」、3 名が「その他」を選択し

た。また、3 名は「回答しない」を選択した。 

 

4.4 性的指向 

 回答者の多くは、異性愛者／ヘテロセクシュアル（61 名、75%）と回答した。 

 そのほか、バイセクシュアル（4 名、5%）、ゲイ（4 名、5%）、アセクシュアル（6 名、7%）、「問い

直している／不確か」（2 名、2%）といった回答が見られた。また、「回答しない」（3 名、4%）および

「その他」（1 名、1%）を選択した回答者もいた。 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5．学内環境とインクルーシブ性 

5.1 LGBTQ+学生・教職員にとってのキャンパス環境に関する認識 

「APU は LGBTQ+学生・教職員に対してどのような環境だと思いますか？」という設問に対しては、

回答は分かれる結果となった。回答者のうち 32 名（39.5%）が肯定的に捉えており、「とても過ごしや

すい」が 7 名（8.6%）、「過ごしやすい」が 25 名（30.9%）であった。 

一方で、「どちらでもない」は 18 名（22.2%）、「過ごしにくい」は 5 名（6.2%）、「とても過ごしにく

い」は 2 名（2.5%）であった。また、「分からない」と回答した者も 24 名（29.6%）に上った。 

これらの結果から、多くの教職員は APU を LGBTQ+学生・教職員にとって比較的過ごしやすい環境で

あると認識している一方で、中立的な認識や判断の難しさ、あるいは過ごしにくさを感じている回答者

も一定数存在していることが分かる。 



 

 

5.1.1 LGBTQ+当事者／非当事者別クロス集計 

教職員が LGBTQ+当事者であるかどうかによって回答を比較すると、キャンパス環境に対する認識に

はいくつかの違いが見られた。 

LGBTQ+当事者の回答者（18 名）では、39%が肯定的に捉えており、「とても過ごしやすい」が

11%、「過ごしやすい」が 28%であった。一方で、「過ごしにくい」は 11%であり、「とても過ごしにく

い」を選択した回答者はいなかった。最も多かった回答は「どちらでもない」（39%）であり、全体と

して中立的な認識が比較的多い傾向が見られた。また、「分からない」は 11%であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、非当事者の教職員（59 名）では、42%が肯定的に捉えており、「とても過ごしやすい」が



 
8%、「過ごしやすい」が 34%であった。否定的な回答は比較的少なく、「過ごしにくい」と「とても過

ごしにくい」を合わせて 6%であった。また、「どちらでもない」は 19%であった一方、「分からない」

は 32%と比較的高い割合を占めており、キャンパス環境を評価する上での判断の難しさや、直接的な認

識の差がうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体として、肯定的な認識は両者で大きな差は見られなかったものの（39%：42%）、LGBTQ+当事

者では「どちらでもない」とする回答が多く（39%：19%）、キャンパス環境に対してより複雑で多面的

な認識を持っていることが示唆された。一方、非当事者では「分からない」とする回答が多く（32%：

11%）、キャンパス環境に対する実感や理解に差がある可能性がうかがえる。 

 

5.2 キャンパスにおける自己表現 

「APU の環境は、誰にとっても自分を表現しやすい環境だと思いますか？」という設問については、

「はい」が 21 名（26％）、「それなりに」が 56 名（69％）であった。一方、「いいえ」は 4 名（５%） 

であり、すべての人が自由に自己表現できる環境であるとは感じていない回答者も一部存在した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
5.2.1 LGBTQ+当事者／非当事者別クロス集計 

LGBTQ+当事者であるかどうかによって比較すると、自己表現のしやすさに関する認識にもいくつかの

違いが見られた。 

LGBTQ+当事者の回答者（18 名）では、「はい」が 5 名（28%）、「それなりに」が 13 名（72%）で

あり、「いいえ」を選択した回答者はいなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、非当事者の回答者（59 名）では、「はい」が 16 名（27%）、「それなりに」が 39 名（66%）、

「いいえ」が 4 名（7%）であった。全体的な傾向は当事者と近いものの、一部には自由な自己表現が

十分に保障されていないと感じている回答者も存在した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、「クエスチョニング／分からない」と回答した教職員（4 名）は、全員が「それなりに」を選択

しており、「はい」「いいえ」を選択した回答者はいなかった。この結果から、このグループでは一貫し

て中間的な認識が見られた。 

全体として、多くの教職員は APU において、ある程度は自己表現しやすい環境であると認識してい



 
る層が多いが、特に LGBTQ+当事者においては、その自由が限定的・条件付きなものとして認識され

ている可能性が示唆された。 

5.3 自由記述回答 

（「なぜそのように思いますか？理由を教えてください。」） 

自由記述回答からは、APU における LGBTQ+に関するインクルーシブ性や自己表現について、教職員

が多様な視点を持っていることが明らかとなった。回答内容は、大きく「肯定的な意見」「中立的・慎

重な意見」「否定的な意見」に分けることができる。なお、一部の日本語以外の回答については翻訳の

上で掲載している。 

英語の回答において、肯定的な意見では、APU の多様性や比較的オープンな雰囲気を評価する声が多

く見られた。例えば、「雰囲気が歓迎的でオープンである」「安心できる場所やコミュニティがあり、

APU に来る前には得られなかったつながりを見つけられる」といった意見があった。日本語回答で

も、「同調圧力が比較的少なく、自分を表現しても奇異な目で見られたり排除されたりしにくい環境で

ある」といった意見が見られ、多くの教職員が APU を比較的インクルーシブな場として認識している

ことがうかがえる。 

英語回答の中立的・慎重な意見では、経験の差や文化的背景の影響が指摘された。「性自認や性的指

向についてオープンに語られているとは言い切れず、学生による同性愛差別な冗談を耳にすることもあ

る」という意見や、「文化的背景によって性自認に対する考え方は異なる」といった指摘があった。ま

た、日本語回答では、「一般的な日本社会と比べれば自己表現しやすい環境かもしれないが、それでも

『他人からどう見られるか』を気にしてしまう」といった声もあり、APU における自己表現のしやすさ

は、状況や個人の背景によって異なることが示唆された。 

否定的な意見では、支援体制や可視性、対応の一貫性に関する課題が指摘された。「多くの学生が、自

身が LGBTQ+であることをオープンにすることに難しさを感じている」「ハラスメントが起きても十分

な対応や結果につながっていない」といった意見が見られたほか、「APU は LGBTQ+学生への積極的

な支援という点では十分とは言えず、当事者が安心して自分らしくいられる環境づくりには課題があ

る」との指摘もあった。また、「大学の公式イベントや発信において LGBTQ+の声や存在が十分に可視

化されていない」といった声もあった。 

全体として、教職員からは、APU が多様性に富み比較的オープンな環境であると認識されている一方

で、その経験はすべての構成員に共通しているわけではないことが示された。今後も、可視性の向上や

支援体制の充実を進めるとともに、APU コミュニティのすべての構成員が安心して自己表現できるキャ

ンパス環境づくりに継続して取り組む必要がある。 

 

6．イベント・サークル・授業におけるインクルーシブ性 

6.1 イベント・サークル活動・授業における LGBTQ+学生へのインクルーシブ性 

「学内で行われるイベント、サークル活動や授業は LGBTQ+学生にとってインクルーシブだと思いま

すか？」という設問に対しては、回答は分かれる結果となったものの、全体としては「ある程度インク



 
ルーシブである」と認識する傾向が見られた。回答者 81 名のうち、「はい」が 22 名（27%）、「一定

は」が 55 名（68%）であった。一方、「いいえ」は 4 名（5%）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.2 自由記述回答 

（「なぜそのように思いますか？理由を教えてください。」） 

自由記述回答からは、APU におけるイベント、サークル活動、授業でのインクルーシブ性は一定程

度存在しているものの、その経験は状況によって異なることが示された。英語回答における肯定的な意

見では、比較的オープンな雰囲気や基本的な受容性を評価する声が見られた。例えば、「議論や自己表

現が自由に行われており、歓迎的な雰囲気がある」といった意見や、「授業内容で LGBTQ+に関するテ

ーマが直接扱われることは多くないが、必要に応じて教員が取り上げていると感じる」といった声があ

った。また、日本語回答では、「学生団体や学生自身が積極的に発信しているため、インクルーシブ性

が支えられている」との意見も見られた。 

一方で、中立的・慎重な意見では、自身が学生活動に十分関わっていないことから判断が難しいという

声が多く見られた。「よく分からない」「学生との関わりがあまりないため判断できない」といった意見

があり、LGBTQ+に関するインクルーシブ性の可視性が、キャンパス内のすべての場面で均等に共有さ

れているわけではないことがうかがえる。 

英語回答の否定的・批判的な意見では、可視性や表象の不足、一貫性の欠如が指摘された。例えば、

「英語の授業ではこうしたテーマがほとんど、あるいは全く扱われていない」「授業教材の中に

LGBTQ+に関する表象が見られない」といった意見があった。また、「マルチカルチュラルウィークな

どのイベントでクィアに関する表現や発信を見聞きしたことがない」といった声もあった。さらに、日

本語回答では、「宗教的な理由から LGBTQ+に関する考え方を受け入れられない学生も一定数存在す

る」との指摘も見られた。 

全体として、APU にはインクルーシブな実践や安心できる場が一定程度存在している一方で、それらが

すべてのイベント、サークル、授業において十分に可視化・共有されているわけではないことが示され

た。可視性や表象、共通理解の程度は状況によって異なっており、今後はより組織的かつ全学的なイン

クルーシブ性向上への取り組みが求められる。 



 
7．ジェンダー代名詞の共有 

7.1 ジェンダー代名詞を共有する頻度と状況 

（「あなたは、自己紹介をする時にジェンダー代名詞（彼 he/him／彼女 she/her／彼ら・彼女ら 

they/them）を使用しますか？」） 

回答結果からは、多くの教職員が自己紹介時に日常的にジェンダー代名詞を共有していないことが分か

った。回答者 81 名のうち、「全く使用しない」が 52 名（64%）と最も多かった。一方で、状況によっ

て使用している回答者も見られ、「場合により使用する」が 14 名（17%）、「時々使用する」が 12 名

（15%）、「常に使用する」が 3 名（4%）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.2 実践に影響を与える文化的・言語的・社会的要因 

ジェンダー代名詞の共有に関する実践には、文化的・言語的背景が大きく影響していると考えられ

る。例えば、日本語では英語とは異なり、日常会話の中で主語や代名詞を省略することが一般的であ

り、それによって丁寧さや自然な会話の流れが保たれている。多くの場合、主語を明示しなくても文章

として成立するため、代名詞を共有する必要性が相対的に低く認識されている可能性がある。 

また、教職員や学生の間でジェンダー代名詞を共有する文化への認知や慣れが十分に浸透していない

ことも、ためらいや違和感につながっている可能性がある。特に、多言語・多文化環境においては、そ

の実践に対する理解や受け止め方に差が見られる。 

 

7.3 自由記述回答 

（「自己紹介をする時に、なぜジェンダー代名詞を使用しますか、もしくは使用しませんか？理由を

教えてください。」） 

自由記述回答からは、APU におけるジェンダー代名詞の共有について、教職員が状況や個人の感覚に応

じて多様に捉えていることが分かった。なお、一部の日本語以外の回答については翻訳の上で掲載して

いる。 



 
肯定的な意見では、インクルーシブな環境づくりの一環として代名詞を共有しているという声が見られ

た。例えば、「新しく担当する学生への自己紹介やメール署名で代名詞を共有している」という意見や、

「他の人が自分の代名詞を伝えることを特別なことだと感じなくて済む雰囲気を作りたい」といった意

見があった。また、日本語回答では、「英語では代名詞が分からないと不便な場合があるため、メール

テンプレートに記載しており、必要に応じて説明している」といった実務的な理由も挙げられた。 

一方で、中立的・状況依存的な意見も多く見られた。「日本語の自己紹介では代名詞を使う必要がな

い」「まだその習慣に慣れていない」といった声があり、特に日本語環境では、ジェンダー代名詞の共

有が一般的な実践として定着していないことがうかがえる。 

否定的・批判的な意見では、代名詞共有に対する違和感や懸念が示された。例えば、「まだ一般的では

なく、かえって注目を集めてしまう」「人をグループ分けするように感じられる」といった意見があっ

た。 

全体として、APU におけるジェンダー代名詞の共有は、教職員の間でまだ広く定着した実践とは言え

ず、その受け止め方は、文化的背景や使用言語、個人の価値観や経験によって大きく左右されているこ

とが示された。 

 

8. 差別経験・相談対応・大学による支援体制 

8.1 差別的な言動の経験および頻度 

 「APU で、またはキャンパス外、あるいはオンライン上において、LGBTQ+学生や教職員に対する

差別的な発言や、からかうような言動を見たり、聞いたり、経験したことがあるか」という質問に対

し、81 名中 46 名が「全くない」と回答した。これは、LGBTQ+学生や教職員に対する差別的な発言、

からかい、いじめ等を経験していない、または見聞きしていないことを示している。 

 一方で、33 名の教職員が何らかの差別的な言動を見聞き、または経験したと回答した。内訳として

は、「多々ある」が 7 名、「少しある」が 22 名、「1 回ある」が 4 名であった。また、2 名は無回答であ

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
8.2 クロス集計：LGBTQ+当事者・非当事者別にみた差別経験 

 教職員が LGBTQ+当事者であるか否かによって、差別的な言動を見聞き・経験した経験状況には一

定の違いがみられた。 

 LGBTQ+当事者である教職員（18 名）のうち、「多々ある」と回答した者は 3 名（17%）、「少しあ

る」は 7 名（39%）、「1 回ある」は 1 名（6%）であり、「全くない」は 7 名（39%）であった。これら

の結果から、一部の LGBTQ+当事者教職員は差別を見聞き・経験していない一方で、継続的・反復的

に差別的な言動を見聞き、または経験している者も一定数存在することが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 一方、非当事者の教職員（57 名）では、「多々ある」が 4 名（7%）、「少しある」が 15 名（26%）、

「1 回ある」が 2 名（4%）であり、36 名（63%）が「全くない」と回答した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 全体として、LGBTQ+当事者の教職員は、非当事者の教職員と比較して、差別的な言動を繰り返し見

聞き、または経験している割合が高い傾向がみられた。すなわち、差別経験は一様ではなく、LGBTQ+



 
コミュニティに属する教職員において、より可視化されやすく、また直接的に経験されやすいことが示

唆される。 

 自由記述回答からも、多くの回答者が直接差別を経験していない一方で、学内コミュニティの一定数

が、他者に対する差別的な言動を見聞きしている実態が確認された。 

 なお、プライバシーおよび守秘の観点から、回答者より共有された具体的事例については本報告書で

は掲載しない。ただし、今後の支援体制の整備や、差別防止・対応に関する方針策定の参考資料とし

て、匿名性を保持し、学内で活用していく予定である。 

 

8.3 LGBTQ+学生支援への教職員の関わり 

 「教職員として、LGBTQ+学生に対して支援をしたことがあるか」という質問に対する回答からは、

LGBTQ+学生、またはその可能性のある学生への支援経験について、教職員間で関わり方に差がみられ

た。81 名の回答者のうち、「よくある」と回答した者は 8 名、「時々」は 18 名であった。 

 一方で、「あまりない」は 14 名であり、最も多かった回答は「全くない」の 24 名であった。また、

「分からない」と回答した者は 17 名であった。 

 これらの結果から、多くの教職員が LGBTQ+学生への支援や関わりを行っている一方で、その経験

や関与の程度には差があることが分かる。「全くない」および「分からない」という回答が一定数存在

した背景には、学生と関わる機会の違いがあることを示唆している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.3.1 自由記述回答 

 「支援をしたことがある場合、その状況について差支えのない範囲で教えてください」という質問に

対する自由記述回答からは、LGBTQ+学生、またはその可能性のある学生への支援について、積極的な

関与から比較的限定的な関わりまで、多様な実践がみられた。 

 積極的な関与を示す回答では、授業環境づくりや学生主体の活動支援など、直接的・間接的な支援が



 
挙げられた。例えば、「Rainbow Week の運営メンバーとして学生支援に関わり、コミュニティに対して

否定的な意見を示す学生には建設的に対応している」といった回答や、「学生への聞き取りや、クィア学

生同士が課題を共有できるミーティングを実施し、ジェンダー・ダイバーシティを支援するグループを

立ち上げた」といった回答がみられた。 

 また、個別支援に関する回答として、「必要に応じて個別相談を実施した」「学生の誤った認識を指摘

したところ、本人から感謝された」といった内容も確認された。日本語回答でも、「相談の中で学生本

人から共有があり、それを踏まえて対応した」「個別相談を行ったことがある」など、学生対応の実践が

報告された。 

 一方で、中立的・限定的な回答の多くは、支援への消極性というよりも、関わる機会の少なさに起因

していた。例えば、「すべての学生に対して話を聞く姿勢で接しているが、支援を行う際にはその学生の

セクシュアリティについて知らないことも多い」や、「学生と一対一で関わる機会が少なく、特定の支援

を行う機会がなかった」といった回答がみられた。また、「これまでそのような相談を受けたことはな

いが、すべての学生をできる限り支援している」とする回答もあった。 

 比較的慎重な立場を示す回答では、「教員として学生の性的指向は重要ではなく、私が踏み込むべき

領域ではない」「これまで関係する場面がなかった」といった意見も確認された。 

 全体として、多くの教職員は LGBTQ+学生を支援したいという意識を持っている一方で、実際の関

与は、教職員自身の認識・関わる機会、学生自身が支援を求める気持ちになるかどうかによって左右さ

れていることが示唆された。 

 

8.4 支援・相談対応への満足度 

 「APU で差別的な言動を見た・受けた経験がある場合、大学からの支援体制についてどのように感じ

たか」という質問に対し、差別的な言動について大学へ相談・報告を行った 22 名の教職員のうち、最

も多かった回答は「普通」であった。具体的には、「とても満足している」は 0 名、「ある程度満足して

いる」は 1 名、「普通」は 18 名であった。 

 一方で、「あまり満足していない」は 2 名、「非常に不満足」は 1 名であった。 

 8.1 で示したとおり、差別的な言動を見聞き、または経験した 33 名のうち、22 名が大学へ報告・相

談を行っていた。そのうち、82%が支援・相談対応について「普通」と回答しており、支援体制に対す

る評価は概ね中立的であったことが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9. APU における「性の多様性に関する基本方針」について 

9.1 教職員の認知状況 

（Q. あなたは、APU の「性の多様性に関する基本方針」を知っていますか？） 

 調査結果からは、教職員における APU の「性の多様性に関する基本方針」の認知度は、比較的高い

傾向がみられた。81 名の回答者のうち、53 名（65%）が「知っている」と回答した一方で、28 名

（35%）は「知らない」と回答した。 

 これらの結果から、APU は性的指向や性自認に関わらず、すべての学生の人権を尊重し、公正かつイ

ンクルーシブな環境づくりを目指す姿勢を示しているものの、その方針や取り組みに関する認知は、教

職員全体において十分に浸透しているとは言い切れないことが示唆された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
10. 求められる支援施策 

 「大学は LGBTQ+学生に対して、今後どのような支援をさらに行うべきだと思うか」という質問に

対して、教職員からは、いくつかの支援施策に対する高い関心が示された。 

 最も多く選択されたのは、「LGBTQ+学生がより相談しやすい環境を整備する」（51 件）および「教

職員に対して、性的指向および性自認（SOGI：Sexual Orientation and Gender Identity）に関する研修

を実施する」（40 件）であった。これらの結果から、相談・支援体制の強化に加え、教職員が学生の多

様なニーズに適切に対応するための知識や理解を深める必要性が重視されていることが分かる。 

 また、「学内の施設をより充実させる（トイレや AP ハウス等）」（36 件）や、「意見交換ができる場や

機会を設け、LGBTQ+学生に対する支援団体を立ち上げる」（34 件）も、多くの回答者が重要な取り組

みとして挙げていた。 

 加えて、「LGBTQ+に関するトピックや問題を取り上げた授業を実施する」（29 件）や、「マルチカル

チュラルウィークを、性の多様性にも焦点を当てた内容とする」（26 件）も一定数選択されており、教

育的アプローチとコミュニティ形成の双方に対する関心が継続していることが示された。 

 そのほか、「勉強会」（25 件）や、「学内でパンフレット等を配布し、LGBTQ+に対する理解を深め

る」（23 件）についても、理解促進や可視化を進めるうえで有効な取り組みとして認識されていた。 



 
11. 自由記述回答 

 「その他、何かご意見があれば記入してください」という質問に対し、教職員からは、APU における

LGBTQ+インクルージョンについて、支援的な意見や実践的提案から、不安や慎重な見解、批判的な意

見まで、幅広い声が寄せられた。 

 英語の回答において、肯定的な回答では、大学として支援姿勢を可視化することや、学ぶ機会を設け

ることの重要性が多く挙げられた。例えば、「APU が LGBTQ+コミュニティに対して積極的な役割を

果たしていることを嬉しく思う」という意見や、「APU はクィアに関するテーマをカリキュラムに取り

入れるべきである」といった回答がみられた。日本語での回答でも、「大学という教育機関として、ま

ず積極的にメッセージを発信していくべきである」や、「どのような発言や態度が LGBTQ+の人々にと

って不快となり得るのかを学ぶ機会が重要である」といったように、啓発や情報発信の必要性が指摘さ

れていた。 

 一方で、中立的または慎重な回答では、状況に応じた対応やバランスの重要性が強調されていた。例

えば、「教員は、授業内で差別的言動が起きた際に、注意や学部事務室への報告などを含め、適切に対

応できる知識を持つべきである」といった意見があった。また、「LGBTQ+学生から要望があった場合

や、攻撃を受けた場合には大学が支援すべきだと思う。しかし、LGBTQ+学生のみを積極的に支援する

と、非当事者との不公平感につながる可能性もある」といった声もみられた。加えて、日本語回答で

は、「LGBTQ+だけを特別に扱うのではなく、文化・言語・人種などの違いと並ぶ、多様性の一つとし

て位置づけるべきである」といった意見も確認された。 

 批判的な回答では、インクルージョン施策の伝え方や見せ方に関する懸念が示された。例えば、「多

くの学生から、『LGBTQ+そのものに反対なのではなく、それが過度に押し出されることに抵抗感があ

る』という声を聞いた」という意見や、「特定のテーマを過度に特別視したり、理解しようとし過ぎたり

することが、かえって差別を助長する可能性もある」といった指摘があった。 

 全体として、教職員の多くは APU における LGBTQ+コミュニティへのインクルージョン推進に対し

て一定の支持を示している一方で、その支援をどの程度可視化し、どのような形で具体化・推進してい

くべきかについては、多様な考え方が存在していることがうかがえた。 

 

12. 2015 年調査と 2025 年調査の比較 

12.1 10 年間における APU の学内環境の変化（教職員の視点） 

 教職員を対象とした 2015 年調査と 2025 年調査を比較すると、LGBTQ+学生にとっての APU の学内

環境に対する認識は、全体としてより肯定的な方向へ変化していることが確認された。一方で、依然と

して課題が残されていることもうかがえる。 

 2015 年調査では、「APU は LGBTQ+学生に対してどのような環境だと思いますか？」という質問に

対し、最も多かった回答は「どちらでもない」（31%）であり、学内環境に対する中立的・不確定な認

識が多くみられた。また、「過ごしにくい」（27%）および「とても過ごしにくい」（9%）を合わせた否

定的な回答は 36%にのぼり、「過ごしやすい」と捉える回答（19%）を大きく上回っていた。 

 一方、2025 年調査では、「APU は LGBTQ+学生・教職員に対してどのような環境だと思います



 
か？」という類似した質問に対し、全体的に認識の改善がみられた。「とても過ごしやすい」（9%）お

よび「過ごしやすい」（31%）を合わせた肯定的な回答は 40%となり、大きく増加した。また、「どちら

でもない」は 22%でやや増加した一方、「過ごしにくい」（6%）および「とても過ごしにくい」（2%）

を合わせた否定的回答は 8%まで減少した。これらの結果から、教職員の間で、APU を LGBTQ+学生

にとってより支援的な環境として捉える認識が広がり、強い否定的認識は大きく減少していることが示

された。 

 ただし、2025 年調査では「分からない」と回答した割合も 30%と比較的高く、LGBTQ+に関する課

題や学生の実態について、教職員間で認識や関与の程度に差があることも示唆される。 

 全体として、過去 10 年間で一定の前進が確認された一方で、学内環境の改善をより広く、かつ一貫

して実感できるものとするためには、今後も認知向上に継続的に取り組んでいく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13．総括 

 本アンケートの結果から、LGBTQ＋当事者の学生にとって過ごしやすい環境と認識をしている教職

員が多いことがわかる。ると、キャンパスにおける APU の環境や大学の対応について不十分と感じて

いる割合が 2015 年の調査と比較においても、APU のキャンパスク環境対する全体的な評価は改善し

ており、LGBTQ＋学生・教職員にとって比較的過ごしやすい環境であると認識する回答も増加してい

た。 

 また、多くの回答者は当事者の学生が必要な支援な場面に接した際に積極的に支援をしていたが、

「性の多様性に関する基本方針」の存在や、スチューデント・オフィスを通じた相談支援体制につい

て、十分に認知されていない実態も確認された。 

13.1 今後に向けて 

 本アンケートでは、学生および教職員双方から、APU が今後強化すべき支援の方向性について建設的

な意見も多く寄せられた。 



 
 学生調査では、特に以下のような支援の重要性が示された。 

• 意見交換ができる場や機会を設け、LGBTQ＋学生同士がつながることのできるコミュニティを

形成すること 

• LGBTQ＋学生がより相談しやすい環境を整備すること 

• 正課・正課外活動において、多様な背景やストーリーを取り上げる機会を増やすこと 

 また、教職員調査では、以下のような点の重要性が指摘された。 

• 教職員に対する性的指向および性自認（SOGI）に関する研修の実施 

• LGBTQ＋学生が相談しやすい環境づくり 

• LGBTQ＋に関するトピックや課題を扱う授業・教育機会の充実 

 今後、APU におけるキャンパスクライメイトをさらに向上させていくためには、既存の方針や支援

体制を継続・発展させるだけでなく、それらが大学コミュニティ全体において「見える形」で共有さ

れ、実際にアクセス可能であり、日常的に実感できるものとして定着していくことが重要であると考え

られる。 

 本調査結果を踏まえ、APU では、相互尊重と非差別を基盤としたキャンパス環境の形成に向け、今

後以下の取り組みを進めていく。 

1．APU における非差別方針のさらなる明確化 

2．Student Services Website（https://www.apu.ac.jp/studentsupport/）を通じた、多様なニーズを持つ

学生への支援制度に関する情報発信の強化 

3．多様なニーズを持つ学生への理解と対応力向上を目的とした教職員向け研修の実施 

4．多様性への理解を深めるためのガイドブックの作成 

5．非差別および多様性について考える機会となるイベントの実施 

 これらの取り組みを通じて、APU のすべての構成員が尊重され、安心して自分らしく過ごし、学び、

働くことのできる、よりインクルーシブなキャンパス環境の実現を目指していく。 

 

https://www.apu.ac.jp/home/life/Support/Sexual_Gender_Diversity/LGBTQ_Survey_result_Students_202506-07_J.pdf
https://www.apu.ac.jp/studentsupport/

